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皿　電力料金補助政策の便益評価分析
I皿　電力料金クーポソ券政策の便益測定
結び
序
　電力はわが国の最終エネルギー消費の約1／・を占める重要な生産財・消費財
であるが，その即時財的特性ゆえに需要と供給のアンバラソスが生じやすい点
に問題が見い出される。殊に近年，経済成長に伴う電力需要が拡犬する一方，
石油等のエネルギー価格の高騰や環境問題に関連Lた電源立地の困難性が電カ
供給の不安定性・不確実性を高めつつあるだけに問題は一層複層化している。
　本稿では，こうした事実を背景として，電力供給安定化の一環として電源立
地促進のために提言されている電源地域の電力料金補助政策に焦点をあてる。
特にr地域別電力料金」としてのr電力料金クーポン券」政策のもつ経済効果
を中心として，Clarkson〔2〕とDeSalvo〔3〕によって提示された消費考理
論の視点から政策の便益評価への接近を試みたい。
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I　電力料金制度の問題点と「地域別料金」
　電気事業法によれぱ，電力料金は∫原価主義」r公平」r公正報酬」の3原則
に照らして定められることになっている。しかL，現実には電源地域の自治体
はむしろ電源地域におげる電力料金の割引を強く求めておヴ，r地域別料金」
制度の導入を積極的に展開している。この問題は電力料金のあり方を規定Lて
いる上述の3原貝0をどのように理解するかということと深く関わっていると考
えられる。
　r地域別料金」制度の論拠としては，（1）国のエネルギー政策に協力した電源
地域の電カ料金が時には消費地の料金より高くなる場合があるのは不当である
点，（2）現行の一時的なr電源立地徒進交付金」は継続的な地域開発効果が薄く，
また個人への環元が全くないこと，（3）費用的側面から見ても送電費用分だけ電
源地域の原価は低いことなどがあげられている。ω
　電源開発地域への補助政策は，1974年に施行されたr電源開発促進法』『電
源開発促進対策特別会計法』および『発電用施設周辺地域整備法』という言わ
ゆるr軍源三法」によって設定されてきた。これらの法律は，発電所を設置す
る地域の住民に利益環元をひとつの目標とする点で，間接的にr地域別料金」
割度を認めているものと考えられる。殊に実体法としての役割を持つr発電用
施設周辺地域整備法』の第1条においては，電力の安定供給が国民生活と経済
活動にとって極めて重要であるという認識に基づいて，「発電用施設の周辺の
地域におげる公共用の施設の整備を促進することにより，地域住民の福祉の向
上を図り，もって発電用施設の設置の円滑化に資することを目的とする」と規
定し，具体的には発電所立地地域の公民館や体育施設などの杜会福祉施設の建
設費用を負担してきた。また昭和56年度よりは，この交付金制度の拡張が認め
られ，（1）公共施設の維持費への転用，（2）原子力発電所周辺の住民や企業を優遇
する交付金，（3）電力移出県に対する地域振輿のための交付金，（4）水力発電所の
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ある市町村への交付金などが新設されれこの中で殊に原子力発電所のある市
町村および隣接市町村の家計と企業に対するr協力金」の支給政策は注目に価
しよう。
　しかしこうLた電力料金補助政策をr地域別料金」政策とLて積極的な転換
を計るためには，（1）原価主義・均一料金制などの従来の電力料金決定原理との
関係，（2）対象電源・対象地域のゾーニングの根拠などを明確にする必要がある
ぱかりでなく，電力料金補助政策の持つ経済効果，とりわげ消費老の厚生に与
える影響とその政策実施のための財政的費用について十分な検討が求められて
いるo
　以下においては，「地域別料金」制度を支える電源地域の消費考に対する料
金補助政策として（1）電力料金割引政策，（2）r協力金」政策，（3）r電力料金クー
ポン券」政策を取り上げ，消費老理論に基づいてその厚生効果を比較考量する
方法について検討を加えることにしたい。本稿では殊に電源地域におげる消費
考への個人的な利益環元のひとつの政策でありながら，わが国では検討される
ことのなかったr電カ料金クーポン券」制度の経済分析に中心が置かれる。
皿　電カ料金補助政策の便益評価分析
　本稿では，上述の電力料金補助政策の便益を評価するにあたって，Hicksian
traditiOnに従って消費考余剰の等価的変差を用いることとする。このような
接近方法は，1971年にほぼ同時的にDeSa1vo〔3〕とAran　and　Furstenb6rg
〔1〕互によって公共住宅計画の便益評価のために開発されたものである。
　電力料金補助政策の便益比較のために，ここでは伝統に従って二財モデルを
用いることとしよう。すなわち，ある消費老がある予算制約下（γ）において，
電力（E）と電カ以外のすべての合成財（X）との間で自らの効用（σ（E，X））
を最大にするように二財の最適な消費の組合わせを選択するというモデルを前
提とLて，電源開発地域におけるr電力料金割引政策」，あるいは電源開発地
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域への「協力金」（昭和56年10月より実施予定）という形の所得補助政策（cash
grant　po1icy），あるいはまた以下で提案される「電力料金クーポソ券」の発
行という現物支給的政策（in・kindtransferpo1icy）のいずれの政策が消費者
理論の側面から見て望ましいかの検討を加えることとする。
　ここで提示されるr電力料金クーポン券」制度とは，1964年以降米国にお
いて実施されてきた低所得家計に対する“食料品購入券プログラム”（Food
Sta㎜p　PrOgram）と全く並行的な内容を持つものと想定する。すなわち，電
源開発地域の電力消費者への利益環元を目的として，負担されている電力料金
の現物的な補助を行うことを目的としている。
　具体的には，電源開発飽域の消費者に対して月々の電力料金の金額もしくは
その一部について購入した電力料金クーポソ券で支払うことを認める制度であ
る。この制度の下では，電源開発地域の消費者は，例えぱ，電力会杜に5，000
円支払うことによって12，000円分相当の電カクーポン券を入手Lうるので，実
質的にクーポン券購入によって7，000円の補助を受けることになる。このプロ
グラムに参加する消費老は，自らの消費計画と選好に基づいて，例えぱ毎月の
電力料金の全額，あるいは畠ノ・，あるいは2／・，あるいはユ／・の相当額をクーポン
券と交換しうるとしよう。
　いまこのプログラムを支えるための電力会杜の負担額をBで表わし，消費
老によって購入された電力料金クーポン券の総額をAとし，クーポ：■券購入
によって支払わねぱならない電力料金をCで示すなら，この消費考の予算制
約はそのプログラムヘの参加の程度に応じて以下のように表わされるだろ㌔
　　　　ム・Eくy＋B
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）
　　　　Px・X＜γ一C
　　　　　　　　　3　　　　P五・亙≦γ十一3　　　　　　　　　4　　　　　　　　　　　　　（1・）
　　　　　　　　　3　　　　Px・X≦γ一一C　　　　　　　　　4
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図1　「電力料金クーポン券政策」による適適消費
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資料：Clark昌on〔2〕，p．856に基づくo
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ここでP五は電力（E）の単位当り価格，Pxは合成財（X）の単位当り価格，
γはその消費老の所得を示す。また電力会杜の負担額3は（A－C）で表わ
されることは言うまでもない。
　r電力料金クーポン券」政策によってもたらされる消費考の予算制約の変化
と最適消費点の変位は図1のように示すことができるだろう。この図では，電
力料金クーポン券購入額（したがって補助額）が多くなれぱなるほど消費者は
高い効用を享受しうると想定されている。
　これに対して，電源地域のr電力料金割引政策」の場合には単純に消費考の
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　　図2　r電力料金割引政策」　　　　　　　　図3　r協力金政策」
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＾1〕は電力料金の割引によって増加Lたと考えられ
　る所得増加分を示すo
資料：DeSalT0〔3〕・p．175に基づくo
　　　　γ　　γ十〃
　　　　PE　　P互
‡〃は協力金を示す。
予算制約式が図2のように右側に変位するに過ぎない。なぜなら，電力料金の
割引は電力料金の価格低下を意味し，したがって同じ予算内で電力購入量の増
加を意味しているからである。
　また電源地域への「協力金政策」も図3のように予算制約式の右側への平行
的な変位として表わされる。たぜならr協力金」は消費老にとって純粋な所得
増加と全く同じ意味を持つからである。
　r電力料金割引政策」の場合もr協力金政策」の場合もいずれも最適消費点
め右側への変位を生じるために，消費者の効用はこれらの政策によって高まる
と言えよう。
　以上3つの補助政策の厚生効果の比較は，図1から図3までを重ね合わせる
ことによって可能となろう。図4から明らかなように，この場合「協力金政
策」の消費考にとって最も高い効用を享受Lうるから，厚生経済的にはr協力
金政策」が最も優れた政策とな私
　しかしながら，「協力金」が個人に対Lて支払われるものとすると，「協力金
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図4　4つの料金補助政策と厚生比較
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‡　σ1はr料金補助政策」のない場合，σ2は「料金割引政策」の場合，
　σ茗は「電力料金クーポソ券政策」の場合，σ4は「協力金政策J一の場
　合の効用を表わしている。
政策」は電源地域の消費者の電力消費を減少させ，むしろ合成財の消費に所得
増加分を振り向げる場合も起りうるであろう。（図4はこのような場合を示し
ている。）このことは「協力金政策」の本来の目的と必ずしも合致するもので
はなく，Lたがってむしろ次善策と．しての「軍力料金クーポソ券政策」の方が
望事Lいと言えようg
　次節において惇このr電力料金クーポン券政策」の便益をいかに測定するか
について検討することとする。
皿　電力料金クーポン券政策の便益測定
　r電力料金クーポソ券政策」のもたらす便益を測定するにあたっては，まず
消費老の効用関数をコブーダグラス型関数として特定化する。すなわち，消費
考は次のような効用関数‘2〕を
　　　　σ＝1；βX1一β　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　（2）
以下の所得制約式の下で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l055
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　　　　γ＝P1．X＋αム・互＿3，　　O＜αく1　　　　　　　　　　（3）
最大化するように行動するとしよう。なおα〈1は消費者がr電力料金クーポ
ン券政策」に参加することを意味し，これによって家計に占める電力支出が減
少することを示している。またBは前出のように「電力料金クーポン券」発
行に伴う電力会杜側の負担額を表わしている。
　ラグランジア：■乗数（λ）を用いてこれを再定式化するなら，
　　　　Max．　1二＝σ（1らX）十λ（γ十13－Px・X一αP亙・1；）　　　　　（4）
となり，通常の最大値間題を処理する手続に従えぱ需要関数が導出されるであ
ろう。＝3〕すたわち，電力の需要関数は
　　　　1；＝β（γ十3）／α乃　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
また合成財の需要関数は
　　　　x≡（1一β）（γ十B）／px　　　　　　　　　（6）
と表わされる。
　問題はこのr電力料金クーポン券政策」に消費考が参画することによってど
の程度便益を受げたかを知ることにある。そこでいま図5を描き，クーポン券
政策に参加Lたかった以前の消費考の状況と参加Lた以後の状況とを比較して
みよう。参加しなかった以前の消費老は，合成財をXだげ，また電力をE
だげ消費することによって，無差別曲線σo上の点αで最大の満足を享受し
ていたとす乱しかしもしクーポン券政策に参加するとするなら，この消費者
は電力の消費を増加させ，より効用水準の高い無差別曲線σ・上の点Cで最
大の満足を得ることになるだろう。この場合クーポン券政策によって消費者は
一般市場より低廉な価格で電力を購入し，より高い効用水準に達することにな
る。したがってもしこの消費者がこの高い効用水準㎝を維持L，かつ一般
市場と同じ価格で電力の購入を求められるなら，言い換えるなら電力と合成財
との相対価格が一定のままであるとするなら，この消費者は図5に示されるよ
うにひが点ゐと接する破線で示される所得を持たねぱならないことを意味
　1056
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図5　r電力料金のクーポソ券政策」の便益
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資料：DeSa1vo〔3〕，p．177に基づく。
している。したがって，ここで点6を維持する所得yとし，消費考の実際
の所得をγoと表わすなら，電カクーポン券政策への参加から生ずる便益（γ）
は，
　　　　γ＝y一γo　　　　　　　　　　　　　　（7）
で示される。このγは電カクーポン政策の下で享受しうる効用σ・に達する
ために必要とされる所得増加分と言えるだろう。
　消費者が電カクーポソ券政策に参加し（αく1），かつ実際の所得γ・でEの
電力とXの合成財を消費するとすれぱ，この時の効用関数は
　　　　乙ら≡1＝埠X1■β　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）
となる。上述のように，この消費考が一般市場価格で電力を購入しなけれぱな
らない時にσ・の劾用水準を維持するのに必要とされる所得水準は，この（8）
式にα≡1とした場合の需要関数を代入L，σ＝σ・としてγについて解く
ことによって得られる。すなわち，
1057
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［乃十㌻舳11→［均1一［（1■β祭十3）1てβ（芸B）1β
（9）
したがつて
γ一［竿1β［η十嵜E叩 （10）
となる。また電カクーポン券政策による消費老の便益（γ）は，
γ一［竿1β［孕唱Mlり一・ （11）
で表わされるであろう。実際に便益を計測する場合には，次のように書き改め
る方が適切であろう。
γ一［÷1β［笠チr一玲 （12）
ここでは，r電力料金クーポン券政策」に参加した場合の電力支出（E・PE）が
電カクーポソ券の総額（λ）に等Lいと仮定し，また合成財への支出（γ・十B一
αP五・E）は所得の中位値（玲）〔4，と電カクーポソ券を購入することによって生
ずる電カ支出額（0）との格差によって示されるとしている。またβの値は，
消費者の所得に占める電力支出の比率を用いれぱよいだろう。なぜなら，ここ
で想定されている効用関数はコブーダグラス型関数であり，Lたがってその一
次同次性よりβは二つの財にどのように効用を配分するかを示すパラメータ
となるからである。このことはコブーダグラス型効用関数が次のようなオイラ
ーの定理を満すことから明白であろう。㈲すなわち・
　　　σ＝β・E＋（1一β）X
うとなる。Lたがってβの近似値として，電力支出の所得に占める比率を用
いることができるだろうo
　言うまでもなく，クーポソ券政策の便益分析は政策実施に伴う費用の分析を
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必要とする。この政策実施とその管理に関連する費用は（1）この政策の対象とな
る地域住民の数と（2）政策を奮理するための清報処理の大きさ（3）電源地域におけ
る送電費用の節約という機会費用によって定められるだろう。これらを直接計
測する手法はまだ確立されていないが，おそらくは現行の費用，すなわち電源
地域における公共施設緯持費，地域振興のための様々な交付金や協力金などの
総計に比べてクーポン券政策の費用は低いか，少なくとも等Lいと推測される
から，暫定的には現行費用を費用として用いてもよいかもLれない。
結　　び
　以上にわたって既説した地域別料金政策の一環としてのr電力料金クーポソ
券政策」は，従来の電源三法では考慮されなかった交付金の電源地域の消費者
への個人的環元を達成することを目的としている。Lかし理論的にはあくまで
も消費者理論という部分均衡的視座に止まるものであり，また実際的にも対象
電源，対象地域などをどのように選定すべきか，さらには総合的な地域開発と
いう視角とどのように結びつげていくかといった極めてマクロ的な問題につい
て検討の余地が残されてい飢しかしながら，地域別料金政策について需要サ
イドの視点を与えるという意味において，r電力料金のクーポン券政策」はひ
とつの議論の出発点となりうると考える。殊に環境問題に伴う原子力発電所の
立地困難化と脱石油政策としての中小水力発電所の見直しといった現実問題に
対Lて，この政策は一考の価値はあるであろう。
＊　本稿は，増井健一教授と藤井弥太郎教授（慶応義塾犬学）を中心とした電力料金研
究プロジェクト（1981年の全国電力労働組合連合会プ回ジェクト）の研究成果の一部
として作成されたものである。研究会への参加の機会と助言を与えられた両教授の御
厚情に深謝する次第である。本研究は，Mil1er［4］の研究を基礎として，DeSalvo
［3コとClarksOn［2］の議論を電力料金に適用したものである。
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（2）　このコブーダグラス型効用関数は言うまでもなく，電力および合成財の価格・所
　得弾カ性が1であることを表わしている。
（3〕効用関数が第一階条件が厳密に正であり，二回徴分可能であるとすれば，次のよ
　うになる。
　　　∂Z一βσ一。、P週一0　　　　　　（。）・
　　　∂E　亙
　　五一11βσ一2P。一・　　　　　　（。）・
　　　∂X　　X
　　（1）’と（2）’より，
　　　　βσ　　　　（1一β）σ　　2＝　　　＿　　　　　　　　　　　　　（3）1　　　　α1〕垣・E　　1〕五・X
　また本文の所得制約式（3）より，
　　Px・X＝αP週・五一γ
　であるから，これを（3）1に代入して，共通項のσを相殺して，五について解く
　と，本文の（5）式が得られる。同様にして，Xについても（6）式を得ることが
　できる。
（4）所得分布は一般的に右に歪んだ分布を持つと想定されるために，平均値と最頻度
　値の中問にくる所得の中位値（γ盆）を用いる。
（5）コブーダグラス型効用関数の場合には，次のようなオイラーの定理が成り立つ。
　　　∂σ　　∂σ　　　E一十X一≡σ　　　　　　　　　　　　（4）’　　　∂亙　　∂X
　このことは次のように証明される。
まずH胴一・（妾）βと書き直す。
筈一／肘㈹一／（妾）片’
祭一（・一β）・胴一（・一β）（妾）β
であるから，
堵・碍一邸（妾）片ユ・・（・一1）（妾）β
　　　　　一・（妾）β［。（第）十・一11
　　　　　一・（妾）β［1・・一11一・（妥）β一σ
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　そしてβが効用の中に占める電力の相対的なシエアを占めることは次のように
して示される。すたわち，上記のオイラーの定理（4）’式より，相対的なシエアは
万（、岬、、）・1（妾）片ユ
　　　　　　　　　　　　　ーβ　　σ　・（妾）β
となることから，明らかであろう。
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